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環境NGOは環境教育、自然保護、まちづくりが
多い

環境NGO総覧掲載の4,535のデータ
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環境NGOは経済基盤が弱い

3環境NGO総覧掲載の4,535のデータ

日本の環境NGOの主な課題

• 財政基盤がぜい弱

• 事務能力を有する人材が不足

• 政策提言力が弱い

• 自分たちの主張を通しすぎる傾向

→ 他のNGO、企業、行政から連携を求められている。

→ 要請に応えるための基盤整備ができるかどうか

国内の動向

○環境基本法（1993）

○地球環境基金（1993）
○地球環境ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ ﾌﾟﾗｻﾞの開設(1996)
○環境教育推進法（2003）

○地方環境ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟｵﾌｨｽの設置（2003～）

○環境教育等促進法の改正（2012）

国内の動向

○環境基本法（1993）

○地球環境基金（1993）
○地球環境ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ ﾌﾟﾗｻﾞの開設(1996)
○環境教育推進法（2003）

○地方環境ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟｵﾌｨｽの設置（2003～）

○環境教育等促進法の改正（2012）

国際的な動向
○オーフス条約（1998）

→ EU各国をはじめ、加盟国において国内制度を樹立

国際的な動向
○オーフス条約（1998）

→ EU各国をはじめ、加盟国において国内制度を樹立

リオ宣言（1992）を受けた国内外の動き 環境パートナーシップオフィス
政府と環境NGOの連携による環境パートナーシップオフィス（EPO）を
8か所設置。

政府と環境NGOが情報共有し、対話し、政策の民意の反映を期待され

ている。



全国8カ所のEPOが環境団体の
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などについての情報を共有。き
め細かな相談に対応が可能
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協働による環境
課題の解決

環境NPOのデータ蓄積と、専⾨スタッフによるマッチング 『大沼における持続可能なまちづくりのための意見交換の場づくり』
Setting a Platform for Sustainable Community-building in Onuma

2009年からESD連続セミナーなどを（財）北海道国際交流センター（HIF）とともに開
催し、意識醸成を図った。2010年にはCOP10のサイドイベントへ協働出展し、大沼の
現状を多くの人に周知するため全国へ向けて発信した。2011年にはラムサール条約
登録湿地候補地に選定され、2012年6月には大沼ラムサール協議会が発足し、ラム

サールをテーマに関係者が集まる場を創出した。

To gain understanding and support from relevant parties involved in the district, in 2009, EPO 
Hokkaido held a series of ESD seminars in Onuma as well as seminars on sustainability in 
partnership with Hokkaido International Foundation(HIF). In 2010, EPO Hokkaido made a 
collaborative presentation display at COP10’s side event to report on the current status of 
Onuma. In 2011, Onuma was selected as a candidate site for a registered wetland under the 
Ramsar Convention and EPO Hokkaido organized a study group in Nanae Town about the 
Ramsar Convention. In June that year, the Onuma Ramsar Council was established as a place 
for stakeholders to come together to discuss the Ramsar Convention.

『富⼠⼭における適正利⽤推進協議会』
Association for Promoting Mt.Fuji

2009年3月に富士山にかかわる関係者による協議会を設立。アイデアを共有

し、適切な富士山管理のために、看板に関する制限についての協調政策を
実現した。自然環境の保全や景観を保全しつつ、体験ができる環境づくりを
目指した。

The Council was established in March 2009 to bring Mt. Fuji stakeholders together to share 
ideas on the proper use of the land and implement a coordinated policy regarding signage 
restrictions in order to ensure a safe and comfortable Mt. Fuji experience as well as 
conserving the natural environment and scenic beauty.

山梨県内自治体（3）山梨県内自治体（3）

関東環境事務所関東環境事務所

富士山本宮
浅間大社

富士山本宮
浅間大社

山小屋組合（3）山小屋組合（3）

山梨県山梨県 静岡県静岡県

静岡県内
自治体（5）
静岡県内
自治体（5）

国の省庁（6）国の省庁（6）

山梨県警、教育委山梨県警、教育委 静岡県警、教育委静岡県警、教育委

財産保護組合(2)財産保護組合(2)

観光協会、組合等（4）観光協会、組合等（4）
その他関係団体その他関係団体

「郷土（ふるさと）の森づくり」事業
Reforestation in the Home Land

EPO中部が主催した環境報告書を読む会に、中日本高速道路㈱が参加し、郷土
種子を活用した植樹、生物多様性保全の問題意識が高まった。EPO中部では企

業の環境技術、地域の森づくり活動、行政施策をコラボレーションさせ、地域課
題の解決につなげるようとした。

A local company managing highways joined the meeting organized by Chubu Environmental 
Partnership Office (EPO Chubu) to review environmental reports. They walked away with an 
enhanced understanding of the need to use local seeds for planting trees, protecting 
biodiversity and expanding the ratio of green space in the city. EPO Chubu’s aim was to bring 
businesses’ environmental technologies, local forestry activities and the government’s 
strategies together to collaborate and work toward resolving local issues.

日本における今後のパートナーシップ
の課題

• 科学的知見と、現場の納得感のすり合わせ

→ 順応的ガバナンス

• 建設的批判力

→ 調査で客観的事実をもとにした提案

• 環境以外の問題への対応

→ マルチステークホルダープロセスへ

ご清聴ありがとうございました
Thank you

hirata@epc.or.jp


